
 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

計画の推進に向けて 

・本計画の進捗状況の確認や改善についての検証を行います。 

・本市が行う新たな施策の検討に対して、助言を行います。 

・本市等が開催する研修会等に委員が参加し、啓発の取組に協力します。 

延岡市子どもの貧困対策推進委員会 

・本市、関係機関等が実施する各種施策に協力します。 

・民間団体等が必要とする物資の寄付、ボランティア参加等を行うことで、活動への協力を行います。 

・地域において子どもやその保護者の様子が気になった場合には、本市、児童相談所、学校、民生委

員・児童委員等へ連絡を行います。 

市民 

第２期のべおか子どもの豊かな未来応援プラン 

- 第２期延岡市子どもの貧困対策推進計画 - 

令和５年３月 

 延 岡 市 

みんなではぐくむ地域の宝 

こどもの夢と希望があふれるまちのべおか 

～こどもの豊かな未来の実現を目指して！～ 

・本市、関係機関等が実施する各種施策に協力します。 

・各種民間団体等が取組を行う際に、必要に応じて連携した取組を行います。 

・地域において子どもやその保護者の様子が気になった場合には、本市、児童相談所、学校、民生委

員・児童委員等へ連絡を行います。 

・本市等が開催する研修会等に参加し、啓発の取組に協力するとともに、子どもの貧困に関する理解

を深めます。 

民間団体・支援者・公的団体 

発行・編集 延岡市 健康福祉部 おやこ保健福祉課 

〒882-8686 宮崎県延岡市東本小路２番地１ TEL：0982-20-7202 FAX：0982-22-1347 

本計画の推進にあたっては、広く市民へ計画内容の周知を図るとともに、取組をより効果的なものにする

ために、関係者がそれぞれの役割や特徴を理解し、連携を図っていくことが重要です。 

・庁内の関連施策に関する情報を共有し、関係課室が連携し各種施策の推進に努めます。 

・支援を必要とする子どもや家庭の実態及び支援ニーズの把握に努めます。 

・支援を必要とする人に対しての情報提供の充実に努め、相談窓口、各種支援策、民間団体の取組等

の周知徹底を図ります。 

・現在取り組んでいない新たな施策に関して、各種データ、アンケート調査の結果等を分析し、具体

的な取組の実施について検討を行います。 

市 

計画策定の経緯 

我が国の子どもの貧困率は、平成 30年時点で 13.5％となっており、7.4人に１人の子どもが貧困の状況

にあります。 

本市では、平成 30 年３月に「のべおか子どもの豊かな未来応援プラン（延岡市子どもの貧困対策推進計

画）」（第１期計画）を策定し、教育・生活・就労・経済的な支援に取り組んできました。 

一方、今なお支援を必要とする子どもや家庭が存在し、また、新型コロナウイルス感染症等の影響により、

子どもの貧困を取り巻く環境は今後も厳しい状況が続くと考えられます。 

そのため、第１期計画の取組を継承しつつ、新たな課題への対応を含め、「子どもたちの現在及び将来がそ

の生まれ育った環境によって左右されることなく、地域の大人に見守られ、前向きな気持ちで希望を持つこ

とのできる社会を実現すること」を目的とし、「第２期計画」を策定することとしました。 

計画の本編はこちら 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

延岡市の子どもの貧困対策推進における課題と施策の関連図                               計画期間：令和５年度～令和９年度 

重点施策 具体的な取組 

〔１〕 

教育の 

支援 

① ひとり親家庭等学習支援事業   ② 生活保護費における教育費の支給 

③ 保育所・認定こども園の利用者負担額（保育料）軽減 

④ 教育資金融資事業   

⑤ 奨学金返還支援による地元企業人材確保支援   ⑥ 奨学金の相談窓口 

⑦ スクールソーシャルワーカー・スクールカウンセラーの活用 

⑧ 就学援助・特別支援教育に関する支援 

⑨ インターネット環境の整っていない家庭への学習環境支援 

⑩ オンラインによる誰一人取り残さない「新たな学びのフィールド」構築 

⑪ はらはらわくわくふるさと体験事業における参加費免除措置 

⑫ 地域寺子屋事業 

〔２〕 

生活の 

支援 

① 子育てサポーター家庭訪問事業  ② ひとり親家庭等日常生活支援事業 

③ フードバンク事業        ④ 家庭・児童に関する相談窓口 

⑤ ひとり親家庭等自立支援事業   ⑥ 要保護児童対策地域協議会運営事業 

⑦ 乳幼児健診及び母子保健相談事業 ⑧ 母子保健地域活動事業 

⑨ 養育支援訪問事業        ⑩ 支援対象児童等見守り強化事業 

⑪ ヤングケアラー支援地域力向上事業 

⑫ 医療・介護・福祉・子育て等に関する相談窓口「 」 

⑬ のべおか自立相談支援センター事業  ⑭ 放課後児童健全育成事業 

⑮ ファミリー・サポート・センター事業 

⑯ インターネットを活用した子育て支援の情報提供 

⑰ 地域子育て支援拠点事業  ⑱ 児童館運営事業  ⑲ 一時預かり事業 

⑳ 病児・病後児保育事業   ㉑ 障がい者（児）に関する相談窓口 

㉒ 日常生活用具給付事業   ㉓  

㉔ ＤＶ等に関する相談窓口     ㉕ 市営住宅等の優先入居 

㉖ 放課後子ども教室推進事業    ㉗ 青少年に関する相談窓口 

〔３〕 

保護者 

の就労 

支援 

① ひとり親家庭等自立支援事業（再掲） ② ひとり親家庭情報交換事業 
③ 高等職業訓練促進給付金等事業    ④ 自立支援教育訓練給付金事業 
⑤ のべおか福祉就労支援コーナーの設置 
⑥ のべおか自立相談支援センター事業（再掲）  ⑦ 就労準備支援          
⑧ 保育利用定員の拡充       ⑨ 放課後児童健全育成事業（再掲）  
⑩ ファミリー・サポート・センター事業（再掲） ⑪ 延岡ＩＴカレッジ 
⑫ 延岡地域雇用促進協議会との連携 

〔４〕 
経済的 

支援 

① 児童手当            ② 児童扶養手当 
③ 子ども医療費の助成       ④ ひとり親家庭等医療費の助成 
⑤ 出産・子育て応援交付金事業    
⑥ 生活保護費による生活費や住宅費等の支給 
⑦ 生活困窮者住居確保給付金事業 
⑧ 保育所・認定こども園の利用者負担額（保育料）軽減（再掲） 
⑨ 実費徴収補足給付事業      ⑩ 障害児福祉手当・特別障害者手当 
⑪ 特別児童扶養手当        ⑫ 重度心身障がい者医療費助成事業 
⑬ 補装具給付事業     ⑭ 軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業 
⑮ 消費生活センター事業      ⑯ 移住・子育て住まい支援事業 

支援ネットワークの構築 

① 市を中心としたネットワークの強化及び発展 
② 民間団体のネットワーク構築 
③ 教育と福祉の連携強化 
④ 市民への啓発    ⑤ 民間団体への支援 

個別支援体制の専門性の向上 
① 子育て家庭に関する相談窓口の機能強化 
② 子どもの貧困への理解を深める研修制度の充実 
③ 支援策の周知・共有 

能動的なプッシュ型支援の実施 
① アプリ・ＳＮＳを活用した能動的なプッシュ型情報提供 
② データ連携による能動的なプッシュ型支援 

体
系
的
・
効
果
的
な
支
援
事
業
の
実
施 

・必要な支援が行き届くよう情報発信の強化が

必要です。        （資源量調査） 

各調査結果からの主な課題 

・福祉サービスにつながっていない不登校の子

どもへの支援が必要です。  （資源量調査） 

・学校と家庭、関係機関が更に連携していくこ

とが必要です。    （関係課室ヒアリング） 

・就学にかかる負担の軽減が求められていま

す。 （アンケート調査、関係課室ヒアリング） 

・習いごと、塾等の負担軽減、学習支援の場の

充実が求められています。（アンケート調査） 

・食事・食料品・学用品の定期的な配布が求め

られています。      （アンケート調査） 

・ヤングケアラーへの支援が必要です。 

（アンケート調査） 

・核家族が多く、近隣住民との関係の希薄さも

あり、育児・家事・就労等の生活に追われて

いる現状があります。     （資源量調査） 

・スマートフォンのアプリを使った相談手段、

休日・夜間の相談窓口の増加等、利便性向上

や相談窓口のきめ細かな周知が求められて

います。     （アンケート調査） 

・保護者の就労のための相談及び情報提供や、

職業訓練及び資格取得にかかる費用の助成が

求められています。  （アンケート調査） 

・支援が必要な人に情報が届いていない現状が

あります。（資源量調査、関係課室ヒアリング） 

・関係機関の連携体制の充実が必要です。 

（資源量調査、関係課室ヒアリング） 

・子ども食堂等、民間団体への支援が求められ

ています。 （アンケート調査、資源量調査） 

・貧困に関する情報提供や研修会の充実が必要

です。   （資源量調査、アンケート調査） 

・支援が必要な子どもや家庭の早期発見に努

め、支援につなげる体制の整備が必要です。 

課 題 

経済的な支援制度の周

知と利用促進 

課題

７ 

関係機関の連携体制の

充実 

課題

１ 

教育に関する費用の負

担軽減や学習支援の場

の充実 

課題

２ 

食事・食料品・学用品の

提供等の支援 

課題

３ 

子育て世帯やヤングケ

アラーに対する支援の

充実 

課題

４ 

相談しやすい窓口やそ

の周知 

課題

５ 

保護者の就労支援の充

実 

課題

６ 

支援ネットワークの充

実 

課題

８ 

支援者の専門性の向上 
課題

９ 

能動的なプッシュ型支

援を届ける体制の整備 

課題
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